
①社会保障・福祉・年金・
医療・教育・子育て等への
予算を抜本的に増やす。

②生活中心、SDGsに沿った持続可能
な地球環境・社会形成に役立つ分野
への財政投融資を行う。
・兵器爆買い等、無駄な支出を削減し、上記施策に回す。

【税制】応能負担による税制で持続可能な安心社会を！

④個人の
購買力を
高め景気
回復を図る。

・庶民の懐を暖める経済政策で、実需を
増やし経済を回す。
・年金を減らさず、最低保障年金等の給
付により、病気や老後の不安の少ない社
会とすることで、過度の貯蓄を不要とし、
安心して消費に回せる社会とする。
・雇用安定、社会保障拡充は、少子化の
歯止めともなり、将来の経済を支える。

立憲野党連合政権の希望ある経済政策の提案（ｸﾞﾗﾌ版）

「99％のための経済政策フォーラム」運営委員会の提案です。論議の材料として下さい。（2020年3月8日 ver. 5-5）

【使い方】暮らし中心の 好循環経済 をつくる

税金は利益・
所得に応じて
負担する

国が保障する最低生活ライン

最低保障年金
等の再配分で
安心社会を作る

私たちの将来も安心
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現状 第1段階 第2段階
・第1段階：法人税・所得税等の税制の徹底見直しをし、税
収確保を図る。社会保険料負担を下げ、消費税は低減ま
たは奢侈物品税に。税収増までのタイムラグを国債で補う。
・第2段階：国内消費の伸びに伴う税収増で国債を減らす。

消費税

法人税・所得税を歳入の中心とする

本人の健保、年金負担を漸減する

国債は、一旦増やした後、減らす

兆円

段階的な移行イメージ税の柱は、応能負担の法人税・所得税とする

第1段階では
国債も使う

③若者をはじめ、働く人
の待遇改善、雇用の
安定と格差是正を図る。

・国の予算で率先して、社会保障従事者等の賃金改善を
行い、雇用環境の底上げを図る。
・最低賃金は全国一律とし、地方へ人を誘導する。

④からは、民間経済への波及効果

⑤経済と税収の好循環を
つくる。 ・様々な経済政策を併用。
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